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チェックしておきたい
　「立地適正化計画」の進行
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地は確実に狭くなっていくという
のが筆者の見方だ。であれば、残
るそれらにおいて、利活用のニー
ズが多ければ、それらの価値は上
昇していくことになる。そこに住み
たい、そこで商売をしたい、あるい
はそこに投資したいといった、実
需・仮需含めてのニーズだ。
　その点、日本は恵まれた環境に
しばらく置かれ続けると筆者は
思っている。ひとつは内的要因
だ。述べたとおり、国全体におけ
る人口減少下、人が消えるからイ
ンフラが消え、インフラが消えるか
ら人が消えるという、現状のサイク
ルから地方が逃れることは極めて
難しい。地方からの人口流出と大
都市部への集中はおそらく今後も
加速度的に進み、東京を頂点に、
大阪、名古屋、福岡といった各エリ
アの不動産価値を着実に押し上げ
ていくはずだ。
　加えて、海外からの投資が増え
ると筆者は予想する。大きな要因
は中国にある。いわゆる鄧小平氏
の南巡講話以来、ここ約30年にわ
たって世界経済の成長エンジン
だった中国だが、この間、惜しまれ
ることに前時代的な国の体制を刷
新できなかった。そのため、同国
は今後世界的な不安要因としての
側面を広げていくことになる。投
資は減っていくか、鈍化するか、あ
るいは、大方が逃げ足の速い腰の
据わらないものとなっていくだろ
う。
　対照的に、日本はこの間、着実
に信頼を固めてきたといってい
い。震災にも、コロナにも、原子力
災害にも、何となればデフレ・低成
長にさえも、日本はおよそ取り乱す
ことなく、世界で最もステディな投
資先のひとつとして、まさにステ
ディ＝安定的であり続けている。
と、同時に、安全保障上必要な国
際的アライアンスも巧緻に築いて
いる。よって、日本企業や日本の不
動産への投資は選択肢として非常
に手堅い。中国投資からの移転先
として、ポートフォリオの重要な一
角として、今後はさらに世界の投
資家から意識されることになるだ
ろう。
　そのうえで、皮肉なことに、こう
した“ステディ・ジャパン”に最も
期待する人々こそ、実は中国人投

資家にほかならない。自国の体制
と経済への不安を常に抱える彼
らは、資産の逃避先としてのみな
らず、実需の対象ともしやすい
（距離的に自ら住んでもしまいや
すい）日本の不動産にとりわけ魅
力を感じている。彼らは、自国の
政府が日本への彼らの投資を反
国家的なキャピタルフライトであ
るとして強引に締め付ける日が来
ない限り、日本の不動産価値を支
える力の一端となり続けるだろう。
つまり、わが国の不動産価値の維
持にあっては、隣国人民という頼
もしい援軍も存在する。ただし、
国防上の懸念が生じる取引がそう
した中に紛れ込まないかについ
て、われわれは常に監視を厳とし
ておく必要がある。
　以上、マクロな話を続けた。そ
のうえで、以下も鑑みたい。それ
は、日本では勤勉かつ聡明な国民
が、人口を減らしながらも今後30
年近くは1億人を超える市場を維
持し（国立社会保障・人口問題研
究所 令和5年推計）、その間、ほ
ぼ間違いなく安定した国家体制も
保ち続けるであろうことだ。この
国にアメリカほどのイノベーション
は期待できないが、ヨーロッパの
不安定感よりはかなりマシといっ
ていい。頼りがいある投資先だ。

　次に、ミクロな足もとの話をし
たい。日本の不動産価値・価格の
今後を考えるうえで、個 人々レベ
ルで影響してくる可能性が、もし
かすると間もなく急速に高まるか
もしれない、ある政策が進行して
いる。一般にはあまり知られてい
ないだろう。「立地適正化計画」
というものだ。これから家を買う
人や建てる人は、これをしっかり
と学ぶほか、地元の自治体がどの
ように動いているか、こちらも
しっかりと調べておくことをおす
すめする。
　なお、立地適正化計画という言
葉は聞いたことがなくとも、コンパ
クトシティならば耳に挟んだこと
のある人は多いはずだ。この制度
は、まさにこのコンパクトシティ実
現のために布かれている。

　立地適正化計画制度は、2014年
施行の改正都市再生特別措置法
において導入された。今年で10年
目となる。具体的には、各市町村に
おいて、人々の居住を促し、人口密
度を維持する区域＝「居住誘導区
域」や、商業施設や病院、福祉施
設などの立地を促す区域＝「都市機
能誘導区域」などが設定される。
そのうえで、居住誘導区域外から
居住誘導区域内への人口移転を支
援するための施策が講じられる。
なお、都市機能誘導区域は（当た
り前だが）各施設を利用する人が
集まる居住誘導区域内に置かれ
る。要は、この制度が進むことで、
一個の市町村内において、人口お
よび生活インフラが集中する地域
と、そうでない地域が色分けされて
いく。当然ながら、両者における不
動産価値にもこれらの影響は及ん
でいくはずだ。よって、当制度の進
捗については繰り返すが注視して
おいた方がいい。
　ただし、この制度は、今のところ

「ちゃんと機能していないのでは？」
とも言われている。国土交通省によ
れば、同計画の作成・公表を行っ
ている市町村は今年の 3月31日時
点で568となっている（全国の市町
村数は約1,700）。しかしながら、それ
らの中には、人を増やしたくない居
住誘導区域“外”において、逆に人
口の流入が見られる例もあるらし
い。これについては、単に制度が“甘
い”点がたびたび指摘されている。居
住誘導区域外での開発行為等に
対し、市町村は抑制のための勧告
ができるが、できるのはそこまでだ。
都市郊外の安い地価に惹かれる市
場のニーズに対し、その程度では力
が及びきらないであろう以前に、そも
そも地元で波風が立たないよう、勧
告が見送られるケースがどうやら
多々あるようだ。
　それでも、注意は怠れない。立地

適正化計画を定めた市町村にあって
は、先ほど触れたように生活インフ
ラの拠点集約が着実に進んでいく。
よって、不便さが増す居住誘導区域
外での不動産価値が右肩下がりとな
る確率は高い。住むにせよ、収益物
件を買うにせよ、こうした場所への
投資をうかつに行ってしまうと、後悔
する可能性が高いことはいうまでも
ない。ちなみに、立地適正化計画に
ついては、現在、人口減に反して増
えているわが国の世帯数が減少に
転じる頃をもって、本格的、または必
然的に機能する予感を筆者は抱い
ている。現状の予測では、日本の世
帯数の減少は2030年頃から始まる
とされている（国立社会保障・人口
問題研究所 令和6年推計）。よって、
その時期以降は、世帯が減るに伴
い、街の郊外から人や家が減ってい
く動きに対し、立地適正化計画制度
が拍車をかける状態となる。さらに
は、前記したとおり、現在は規定が
甘いこの制度だが、その頃には改
正・強化されている可能性も低くは

ない。筆者は、そのため、実際に不
動産を購入する予定で「不動産価格
の上昇はいつまで続くのか」を尋ね
てくる人に対しては、以上の注意を
必ず伝えることにしている。わが国
の不動産価値は、繰り返すが、マク
ロには今後もしばらく上昇するだろ
う。だが、それは市場におけるアベ
レージとしての話だ。個 人々は、身近
なミクロの波に乗ったり、呑み込ま
れたりにもちろん注意しなければな
らない。そうしたなか、ひとつのポイ
ントとして、筆者はあまり世の中に知
られていない立地適正化計画の存
在を挙げておく。
　世間の話題にならず、世論を騒が
さない制度は、内容が厳しいままで
も粛 と々実行されていくものだ。あと
で不都合を叫んでも間に合わない。
読者はそのことをぜひ知っておいて
ほしい。

●立地適正化計画制度の意義と役割

（出典 ： 国土交通省ウェブサイト  https ://www.mlit.go.jp/en/toshi/city_plan/compactcity_network2.html を加工して作成）

1つの契約条件で
賃貸管理費0円に

金利上昇を視野に、毎月のコストの見直しを

東京都中央区日本橋2-1-3 
アーバンネット日本橋二丁目ビル10F

賃貸経営サポート会社。賃貸管理業務をメインに、管理収
益不動産の売買、交換及び貸借の仲介及び代理、管理費
0%の『Tokyo 0 Kanri』は2023年6月にサービスを開
始。同サービスの対象エリアは、東京23区内およびその周
辺の1棟マンション・アパート。

プロフィール

株式会社ERAB

（取材・文／財部 寛子）

株式会社ERAB 代表取締役 田嶋 慎吾さん

　　管理費0円の『Tokyo 0 
Kanri』には、契約条件や制約が
あるのでしょうか。

　契約条件は、「東京23区とその
周辺エリアの1棟マンション・アパー
ト」のみです。建物管理費用や事
務手数料など別の名目で課金した
り、リフォームや原状回復の際に業
者を指定することもありません。
　ただ、信頼関係を築けるオー
ナー様とだけのお取り引とさせて
いただきます。オーナー様、入居者
様、そして弊社、3者のメリットが一
致する管理費0円だからこそ、信頼
関係を最も大切にしていきたいと
考えています。

　　入居者募集・入居促進につい
てはどうでしょうか。

「0円管理」を契約する前、客付・
仲介業務に関して、「0円だから弱
いのではないか」「路面店がない
と対応が遅くなるのではないか」と
いった不安を持たれる方もいらっ
しゃいます。しかし、自社仲介だけ
ではなく、他社の不動産会社にも
いち早く物件情報を公開していま
す。正直なところ、管理費が0円の
分、早い入居がなければ、弊社が

得られる手数料もなかなか入って
こないことになるためです。入居に
関しても、オーナー様と同じ熱量
で募集活動をしているのです。

　　管理する物件の入居率はど
の程度でしょうか。

　約97％の入居率を維持していま
す。これは、入退去のタイミングの
空室が数字に反映されているた
め、実際には多くのオーナー様に
ほぼ満室での経営を実現していた
だいています。

　　田嶋社長自身がオーナーの思いを
深く理解し、オーナーの立場に立って事
業を展開しているという印象です。

　私自身、大手管理会社に勤務を
していた経験があります。当時、会
社の数字やメリットを優先し、オー
ナー様にとってプラスになるご提案
や管理ができている状況とはいえ
ず、ジレンマを抱えながら業務をし
ていました。そういった経験も生か
し、現在は、オーナー様や管理会
社、工事店など、すべてがwin-win

の関係になれるような仕事ができて
いると自負しています。

　　なぜ、0円での管理が可能に
なっているのでしょうか。

　そもそも、これまでの賃貸管理業
界では、管理費5％前後が常識でし
た。そのため、「0%はあり得ない」と
いう先入観を持たれているオー
ナー様も多いのではないでしょうか。
もちろん、管理費0円で、管理戸数
が少ない物件では弊社のビジネス
も成り立ちません。ただし、ある一定
の戸数があれば黒字経営を実現
できると計算しています。弊社では、
管理会社としての募集業務委託手
数料、客付けの際の仲介手数料、
契約更新時の更新料などで、収入
源を確保できるのです。
　また、弊社独自の強みは、グルー
プ会社とのシナジーです。今年で創
業21年となる我々のグループ会社
には、修繕・リノベーション会社、マン
スリーマンション会社、リゾート事業
会社、IT企業などがあり、グループ
連携することで業務の効率化を
図っています。原状回復やインター
ネット回線などもグループ会社で提

夜間・休日の
コールセンターも
　　御社は、各地域に事務所があ
るわけではありません。近くに事
務所がないことを不安に思うオー
ナーはいませんか。

　たしかにそういったお声をいた
だくこともあります。しかし、通常
の管理業務はもちろん、弊社では
夜間・休日のコールセンターを完備
しており、入居者様や物件の突発
的なトラブルにも早期に対応して
いますのでご安心ください。

オーナー様のための
賃貸経営サポート会社
　　ちなみに、御社名の「ERAB
（エラブ）」にはどういった意味が
込められているのでしょうか。

　音の通り、オーナー様から「選ば
れる」、オーナー様に「選んで良
かったと思っていただける」管理会
社になりたいという思いから社名を
つけました。また、社名とともに白い
ストックの花をモチーフにした高級
感あるロゴも制作し、このロゴでも
弊社の思いを表現しています。白
色のストックの花言葉は「信頼感」。
「0円管理」でもオーナー様からの
信頼を得て、質の高いサービスを
提供していきたいと考えています。

　　オーナー様の「賃貸経営の成
功」がゴールということですね。

　はい、その通りです。そのゴールこ
そ、弊社が強く意識している点です。
我々は、賃貸管理会社ではなく、「賃
貸経営サポート会社」として、オーナー
様の賃貸経営の成功や繁栄をサ
ポートすることをミッションにしていま
す。そのため、通常の賃貸管理業務
にプラスして、「未公開優良物件のご
紹介」「融資金融機関のご紹介」「新
築をご計画のオーナー様への建築会
社のご紹介」「リノベーション、修繕の
ご提案」「入居者無料インターネットの
ご提案、コスト削減」なども提供してい
ます。
　また、お取引しているオーナー様に
喜ばれているサービスが、都内ホテル
で年2回開催の「不動産オーナー向
け賃貸経営セミナー&懇親会」です。
ビュッフェ形式で食事をとりながらの
懇親会は、オーナー様同士の出会い
の場としてご活用いただいています
（2024年7月には「ザ・プリンスパーク
タワー東京」で、金融機関8行とオー
ナー様とのマッチングを開催）。
　我々のミッションである「オーナー様
の賃貸経営における成功と繁栄」を
実現するために、さまざまなサービスを
ご用意しています。ぜひ、長くお取り引
きできる賃貸経営サポート会社として、
賃貸経営をお任せいただければと思
います。

　　では、リフォームやインター
ネット回線の設置などを御社にお
願いする必要があるのでしょうか。

　マストではありません。「他社と比
較したい」といった場合でも、遠慮な
くご検討いただいて構いません。

供できるため、価格やスピードなど
さまざまな面でメリットを感じてい
ただけると思います。

賃貸物件の管理費の相場は5％前後といわれている。管理会社に管理を任せるほとんどのオーナーにとって必須のコストだろう。しかも、原状回復
やリフォームの際には、工事費用に管理会社への手数料が上乗せされていることも承知のはずだ。さらに現在では、入居者にとってインターネット
無料が必須条件となり、その毎月の回線費用ももちろんオーナーの負担になる。また今後、金利が上昇していけば、不動産オーナーにとっては利回
りの低下につながる。そんななか、利回りをダイレクトにアップできる「管理費0円」というサービスが登場している。それがERABの（東京都中央
区）の『Tokyo 0 Kanri』だ。なぜ0円で管理ができるのか。同社の代表取締役 田嶋慎吾氏にサービス内容や賃貸オーナーへの思いを聞く。

PR

賃貸管理費0円を実現した『Tokyo 0 Kanri』

TEL：03-6822-0226
https://erab.co.jp/
設立2023年3月（グループ創業21年）
資本金3000万円


